
適正な議員報酬の水準の検討について

◆多様な人材が参画し住民に開かれた地方議会の実現に向けた対応方策に関する答申

（第３３次地方制度調査会・令和４年１２月）（抄）

第２ 議会における取組の必要性

１ 多様な人材の参画を前提とした議会運営

（略）

加えて、特に小規模団体においては議員報酬が低水準であることが議員のなり手不足の要因

となっているとの指摘がある。議員報酬の額は条例で定めることとされているが、議長の全国的連

合組織との連携により、議員の活動量と長の活動量を比較し、議会・議員が住民自治をどのよう

に進め、住民福祉の向上に取り組んでいるか活動内容を明確に示すことなどを通じて、適正な議

員報酬の水準について議論を行っている取組もあり、こうした取組を参考に、住民の理解を得な

がら、議員報酬の水準のあり方を検討することが考えられる。

【参照条文】 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）（抄）

第二百三条 普通地方公共団体は、その議会の議員に対し、議員報酬を支給しなければならない。

② 普通地方公共団体の議会の議員は、職務を行うため要する費用の弁償を受けることができる。

③ 普通地方公共団体は、条例で、その議会の議員に対し、期末手当を支給することができる。

④ 議員報酬、費用弁償及び期末手当の額並びにその支給方法は、条例でこれを定めなければならない。



適正な議員報酬の水準の設定に関する考え方（全国町村議会議長会）

出典：第３３次地方制度調査会第３回専門小委員会（令和４年４月１３日）における全国町村議会議長会資料より抜粋

○ 全国町村議会議長会は、令和４年２月、各議会において適正な議員報酬の水準を設定するに
あたっての考え方を提示。



原価方式の計算例（全国町村議会議長会）

出典：第３３次地方制度調査会第３回専門小委員会（令和４年４月１３日）における全国町村議会議長会資料より抜粋

○ 全国町村議会議長会は、令和４年２月、各議会において適正な議員報酬の水準を設定するに
あたっての考え方を提示。



活動量を踏まえた議員報酬の算出例 福井県おおい町

◆福井県おおい町議会

人口（住基） ７７５７人 （令和６年１月１日時点）

面積 ２１２.１９km2

議員定数 １３人

常任委員会数３ （総務 / 産業建設 / 予算決算）

議会事務局職員数 ３人

議会費 １１４，４３５千円 ※令和６年当初

出典： 福井県おおい町議会「議会活性化と議員報酬についての検討の経緯」、同町議会だより等の資料をもとに総務省作成。

○ 平成２９年以降、「議員報酬等検討会」・「議会運営委員会」において、住民に信頼されるための議会活動の

ため、住民への議会の見える化を第一とし、まずは議会の活性化に取り組み、その活動日数と内容に見合う

適正な報酬を検討した。

○ 活動量の算定に当たっては、活動内容を示すとともに、議員と同じく住民から直接選挙される「公選職」であ

る首長の活動量と給料を基準としてその割合に基づき議員の報酬額を割り出す方式（原価方式）を採用。

令和５年２月、議員報酬２３万５千円を約２０％増額する条例改正を実施（令和６年４月施行）

区分 議員報酬月額（改定率） 長との比較

議長 ３７５,０００円 （＋２５％） ４４％

副議長 ３０７,０００円 （＋２５％） ３６％

委員長 ２９６,０００円 （新設） ３４％

議員 ２８６,０００円 （＋２１％） ３３％

◆おおい町議会における議会活性化の取組例

・通年会期制の導入（R4）
・「委員会代表質問」を導入する議会基本条例改正（R6）
※委員会の代表者が所管事務について本会議質問できる制度

・タブレットの導入による資料のペーパーレス化（R1）
・議会だよりの充実（ページ増、アンケート等）

・議会報告会、出前懇談会の開催
・オンラインによる町民や団体との意見交換

・中学生議会の開催

・図書館における一般質問DVDの貸し出し

・災害時の議会と議員の行動指針を定めた「町議会災害
時業務継続計画」の策定（R2）

・災害時の委員会へのオンライン出席・表決を可能とす
る条例改正

【議員報酬の改定の状況】  



活動量を踏まえた議員報酬の算出例 福井県おおい町 ～続き～

区分 会議等の名称
年間平均
実活動日数

日数の検証資料

Ａ１
定例会、臨時会、全員協議会等、研修、議会運営
委員会、常任・特別委員会、BCP関連 等

５９日 招集通知、議事録、

全員協議会での報告等、
スケジュール管理アプ
リの記録

Ａ２

組合・広域連合、近隣市町振興協議会
要請活動、議員が就任する付属機関、
町主催行事への来賓参加 等

２２日

Ｂ 議会報告会、議員出前懇談会 ３日
全員協議会での報告等、
議事録等

Ｃ
議案の精読、質問の作成、政務調査、
個人視察研修

１７日
報告書等、アンケート、
申告等

Ｘ 住民から受ける各種相談 ６日 申告等、記録

計 － １０７日 －

【議員報酬の算出】

町長の職務遂行日数 ３１８日（町長との比較：３３．６４％）

→ 町長の報酬額８５万円 × ３３．６４％≒ ２８万６，０００円

【議員の活動量の調査と検証資料】

※活動日数は、４時間以内の議員活動は半日、４時間以上の議員活動は１日で算出



公募住民・各種団体との意見交換会

議員報酬の見直しにあたり住民に理解を求める取組み 熊本県大津町

◆熊本県大津町議会

人口（住基） ３６,０１３人（令和６年１月１日時点）

面積 ９９.１０km2

議員定数 １６人

常任委員会数 ３ （総務 / 文教厚生/ 経済建設）

議会事務局職員数 ３人

議会費 １１２，１９７千円 ※令和６年度当初

○ 熊本県大津町議会では、令和４年１２月から令和５年６月まで「議会活性化検討会議」において、また、令和５

年９月から令和６年１２月まで「議会活性化特別委員会」において「議員のなり手不足対策」について検討。

○ 特別職報酬等審議会による審議を前に、議会の考えを説明する「町民の理解促進キャンペーン」を実施。公募

住民や各種団体（ＰＴＡ協議会、区長会）との意見交換

会の開催のほか、議員報酬の見直しについて説明する動画をＨＰに掲載。

○ 同審議会に対し、全国町村議会議長会モデルによる議員報酬の試算や

意見交換会等における住民意見を取りまとめ資料として提出。

区分 議員報酬月額（改定率） 長との比較

議長 ３４４,９００円 （＋４％） ４２％

副議長 ３１３,２００円 （＋１４％） ３８％

委員長 ３０１,３００円 （＋１５％） ３６％

議員 ２９３,９００円 （＋１８％） ３５％

【議員報酬の改定の状況】  （令和６年１２月議会で条例改正）

議会ＨＰ掲載資料の例出典：大津町議会ホームページ及び「おおづまち議会だより」をもとに総務省作成

議会ＨＰ掲載動画
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